
 

仕  様  書 

 

１ 業務名称 

地域医療福祉拠点化基礎情報システムにおけるデータ更新等業務 

 

２ 履行期間 

令和６年４月 15 日から令和６年 10月 31 日 

 

３ 目的 

ＵＲ都市機構では平成 26年度から、少子高齢化への対応、地域包括ケアシステムの構築

に資するためＵＲ賃貸住宅における地域医療福祉拠点化（以下「拠点化」という。）の取組

みを進めている。地域医療福祉拠点化の取組みでは、地域の関係者との連携・協力のもとに、

団地を“地域の資源”として活用し、団地を含む地域一体で“多様な世代が生き生きと暮ら

し続けられる住まい・まち”ミクストコミュニティの実現を目指しているところである。 

拠点化の取組みについては、「地域における医療福祉施設等の充実の推進」、「高齢者等多

様な世代に対応した居住環境の整備推進」、「若者世帯・子育て世帯等を含むコミュニティ形

成の推進」を３つの柱とし、地域の関係者との連携・協力しながら、ウェルフェア施策を進

めてきたところである。 

平成 26年度から進めてきた拠点化の取組については、拠点化に関わる基礎情報等の収集・

蓄積が進み、令和５年度に基礎情報等を一元管理できる、地域医療福祉拠点化団地基礎情報

システム（以下「基礎情報システム」という。）の整備を行った。本業務では、運用開始し

た基礎情報システムにおいて、令和５年度の実績等を基礎情報データベース等へ更新し、合

わせて使用性向上に向けたシステムの改修を目的とする。 

 

４ 業務内容 

基礎情報システムにおける 

（１）基礎情報データベース※１等の更新について 

①基礎情報システムの基礎情報データベース、また、それに付随する概要一枚版、形成

方針書（以下「関連リンクデータ」という。）等のデータを更新※１する。拠点化済 294

団地（R4 年度末時点）、新規 9 団地の更新を予定する。 

②基礎情報データべース項目追加について、施設を運営する事業者を追加する。 

③基礎情報データ（取込元データ 2 ファイルを予定）を基礎情報システムに取り込む際

の基礎情報システムのプログラム変更を行う。また、プログラム変更に伴う作業マニ

ュアルを作成する。 

※１：基礎情報データベース、関連リンクデータの登録状況は閲覧に供するものとする。 



（２）基礎情報システム※２の改修について 

①基礎情報システムの運用開始以降、使用性向上に向けた基礎情報システム※２の改修を

行う。 

※２：基礎情報システムで扱っている基礎情報の項目、システム内容等については 閲

覧に供することとする。 

 

５ 再委託について 

（１）受注者は、次に掲げる本業務の「主たる部分」の再委託を行うことはできない。 

①業務の履行管理、総合的企画、手法の決定及び技術的判断等 

②解析業務等における手法の決定、及び技術的判断 

（２）受注者はコピー、ワープロ、印刷、製本、計算処理、資料処理、等の簡易な業務に

ついては、再委託を行うことができる。この場合において、業務請負契約書（以下「契

約書」という。）第４条第２項の規定に基づく書面による発注者の承諾は不要とする。 

（３）受注者は、上記(1)(2)に規定する業務以外について再委託を行なう場合は、契約書

第４条第２項の規定に基づき書面により発注者の承諾を得なければならない。 

（４）上記(2)(3)の規定により再委託を行う場合においては、次に掲げる要件を満たさね

ばならない。 

・受注者と再委託の相手方との契約を書面により明確にしておくとともに、再委託の

相手方に対して適切な指導、管理の下に業務を実施させること。 

 

６ 暴力団員等による不当介入を受けた場合の措置について 

（１）業務の履行に際して、暴力団員等による不当要求又は業務妨害（以下「不当介入」と

いう。）を受けた場合は、断固としてこれを拒否するとともに、不当介入があった時点

で速やかに警察に通報を行うとともに、捜査上必要な協力を行うこと。 

（２）（１）により警察に通報を行うとともに、捜査上必要な協力を行った場合には、速や

かにその内容を記載した文書により発注者に報告すること。 

（３）暴力団員等による不当介入を受けたことにより工程に遅れが生じる等の被害が生じ

た場合は、発注者と協議を行うこと。 

 

７ 成果物（提出物） 

①報告書    Ａ４判 ２部 

②電子データ  １式（CD-ROM） 

なお、成果物の規格、仕様等については、機構担当者と協議するものとする。提出す

るデータはオリジナルデータに加え、報告書形式のＰＤＦデータも作成すること。納品

前にデータ保存方法等について機構担当者と協議すること。 

 



８ その他 

（１）本業務により作成された成果物について、著作権、特許権、実用新案権等が生じると

きは、その権利は全て発注者に帰属するものとする。 

（２）本業務に係る成果物等については、国等による環境物品等の調達の推進等に関する法

律（平成 12 年法律第 100 号）に適合したものとする。 

（３）法令、条例等の関係諸法規を厳守すること。 

（４）仕様書に記載のない事項、疑義等が生じた場合は、その都度機構担当者と協議するこ

と。  
以 上 

 


